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平成２７年４月１４日判決言渡 

平成２６年（ネ）第１００６３号 著作権侵害行為差止等請求控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２５年（ワ）第８０４０号） 

口頭弁論終結日 平成２７年２月１０日 

判 決 

 

控    訴    人    ピーター・オプスヴィック・エイエス 

              （以下「控訴人オプスヴィック社」という。） 

 

  

   控    訴    人    ス ト ッ ケ ・ エ イ エ ス 

                 （以下「控訴人ストッケ社」という。） 

    

   上記２名訴訟代理人弁護士    三    村    量    一  

                  小    原    淳    見  

                  中    島        慧  

                  澤    田    将    史  

  

   被 控 訴 人    株 式 会 社 カ ト ー ジ 

    

   訴 訟 代 理 人 弁 護 士    後    藤    昌    弘  

                  川    岸    弘    樹  

                  鈴    木    智    子  

                  古    谷        渉  

          弁 理 士    松    原        等  

   補 佐 人 弁 理 士    北    濵    壮  太  郎  
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主 文 

 １ 控訴人らの控訴をいずれも棄却する。 

 ２ 控訴費用は控訴人らの負担とする。 

 ３ この判決に対する上告及び上告受理申立てのための付加期間を

３０日と定める。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 被控訴人は，別紙２「被控訴人製品目録」記載の各製品（以下「被控訴人製

品」と総称し，それぞれの製品を「被控訴人製品１」などという。）を製造し，

販売し，又は販売のために展示してはならない。 

 ３ 被控訴人は，被控訴人製品を破棄せよ。 

 ４ 被控訴人は，控訴人オプスヴィック社に対し，金１５９２万６８５６円及び

これに対する平成２５年６月２０日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

 ５ 被控訴人は，控訴人ストッケ社に対し，金１億１９４５万１４２０円及びこ

れに対する平成２５年６月２０日から支払済みまで年５分の割合による金員を

支払え。 

 ６ 被控訴人は，別紙５「謝罪広告目録」記載の謝罪文を同目録記載の要領で同

目録記載の新聞に掲載せよ。 

  

第２ 事案の概要 

 １ 訴訟の概要 

  ⑴ 本件は，控訴人らが，被控訴人に対し，被控訴人の製造，販売する被控訴

人製品の形態が，控訴人らの製造等に係る別紙１「控訴人ら製品目録」記載の製品

（以下「控訴人製品」という。）の形態的特徴に類似しており，被控訴人による被控
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訴人製品の製造等の行為は，①控訴人オプスヴィック社の有する控訴人製品の著作

権（以下「控訴人オプスヴィック社の著作権」ともいう。）及び同著作権について控

訴人ストッケ社の有する独占的利用権（以下「控訴人ストッケ社の独占的利用権」

ともいう。）を侵害するとともに，②控訴人らの周知又は著名な商品等表示に該当す

る控訴人製品の形態的特徴と類似する商品等表示を使用した被控訴人製品の譲渡等

として，不正競争防止法（以下「不競法」という。）２条１項１号又は２号の「不正

競争」に該当する，仮に，上記侵害及び不正競争に該当すると認められない場合で

あっても，少なくとも③控訴人らの信用等を侵害するものとして民法７０９条の一

般不法行為が成立する旨主張して，①控訴人らにおいて，不競法３条１項及び２項

に基づき，控訴人オプスヴィック社において，著作権法１１２条１項及び２項に基

づき，被控訴人製品の製造，販売等の差止め及び破棄を求め，②控訴人オプスヴィ

ック社において，著作権法１１４条３項，不競法４条，５条３項１号，民法７０９

条に基づき，控訴人ストッケ社において，著作権法１１４条２項，不競法４条，５

条２項，民法７０９条に基づき，それぞれの損害賠償金及びこれらに対する原審訴

状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支

払を求め，③控訴人らにおいて，不競法１４条に基づき，謝罪広告の掲載を求めた

事案である。 

  ⑵ 原審は，①控訴人製品のデザインは，著作権法の保護を受ける著作物に当

たらないと解されることから，控訴人らの著作権又はその独占的利用権の侵害に基

づく請求は，理由がない，②控訴人製品は，従来の椅子には見られない顕著な形態

的特徴を有しているから，控訴人製品の形態が需要者の間に広く認識されているも

のであれば，その形態は，不競法２条１項１号にいう周知性のある商品等表示に当

たり，同号所定の不正競争行為の成立を認める余地があるものの，被控訴人製品の

形態が控訴人製品の商品等表示と類似のものに当たるということはできず，よって，

控訴人らの不競法２条１項１号に基づく請求は，理由がない，③本件の各関係証拠

上，控訴人製品の形態が控訴人らの著名な商品等表示になっていたと認めることは
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できず，また，上記のとおり，被控訴人製品の形態が控訴人製品の商品等表示と類

似のものに当たるとはいえないことから，控訴人らの同項２号に基づく請求は，理

由がない，④被控訴人製品の形態が控訴人製品の形態に類似するとはいえず，また，

取引者又は需要者において，両製品の出所に混同を来していると認めるにも足りな

いから，被控訴人製品の製造・販売によって控訴人らの信用等が侵害されたとは認

められず，したがって，上記製造・販売が一般不法行為上違法であるということは

できない旨判示し，控訴人らの請求をいずれも棄却した。 

 控訴人らは，原判決を不服として，控訴を提起した。 

 

 ２ 前提事実（当事者間に争いのない事実及び証拠により容易に認定できる事実。

弁論の全趣旨により認められる事実を含む。） 

  ⑴ 当事者ら 

 控訴人らは，いずれもノルウェー法人である。 

 被控訴人は，日本法人であり，各種育児用品，家具の販売等を目的とする株式会

社である。 

  ⑵ 控訴人製品は，乳児等も利用可能であるが主として，幼児を対象とした椅

子（以下，単に「幼児用椅子」ということもある。）であり，その外観，構成部材並

びに性状及び形状は，別紙１「控訴人ら製品目録」及び別紙３「控訴人製品及び被

控訴人製品の概要」のⅠのとおりである。 

 控訴人オプスヴィック社代表者は，現在のノルウェーを代表する椅子のデザイナ

ーとして著名であり，昭和４７年頃，控訴人製品をデザインして控訴人ストッケ社

から発表した。その後，控訴人ストッケ社が，控訴人製品を製造，販売，輸出して

いる。 

 控訴人製品は，日本国内においては，昭和４９年から，輸入，販売されるように

なり，現在に至っている（甲２から甲１０）。 

  ⑶ 被控訴人製品も，幼児用椅子であり，その外観，構成部材並びに性状及び
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形状は，別紙２「被控訴人製品目録」及び別紙３「控訴人製品及び被控訴人製品の

概要」のⅡのとおりである。 

 被控訴人は，遅くとも，平成２３年１月以降被控訴人製品１を，平成２４年５月

以降被控訴人製品２を，平成１８年２月以降被控訴人製品３を，平成２２年８月以

降被控訴人製品４を，それぞれ製造，販売しており，さらに，現在，被控訴人製品

５及び６を製造，販売している。なお，被控訴人製品１については，平成２５年２

月に製造を終了した。 

 

 ３ 争点 

  ⑴ 著作権又はその独占的利用権の侵害の有無 

   ア 控訴人製品の著作物性の有無並びに著作権及び独占的利用権の存否 

   イ 侵害の有無 

  ⑵ 不競法２条１項１号の不正競争行為該当性の有無 

   ア 控訴人製品に係る「商品等表示」に該当する形態 

   イ 控訴人製品に係る「商品等表示」の周知性の有無 

   ウ 控訴人製品に係る「商品等表示」の形態と被控訴人製品の形態との類似

性の有無 

   エ 「混同を生じさせる行為」該当性の有無 

  ⑶ 不競法２条１項２号の不正競争行為該当性の有無 

   ア 控訴人製品に係る「商品等表示」の著名性の有無 

   イ 前記⑵ア及びウと同一 

  ⑷ 一般不法行為の成否 

  ⑸ 各請求の当否 

   ア 差止請求の当否 

   イ 損害賠償請求の当否 

   ウ 謝罪広告掲載請求の当否 
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 ４ 争点についての当事者の主張 

  ⑴ 著作権又はその独占的利用権の侵害の有無 

   ア 控訴人製品の著作物性の有無並びに著作権又は独占的利用権の存否 

    (ア) 控訴人らの主張 

     ａ 控訴人製品の著作物性の有無 

      ⒜ 原審における主張 

 控訴人製品の全体的な形状は，一見して驚くべきシンプルさで見る者の芸術的感

性に訴えかけてくるものであり，日本を含む各国で数々のデザイン賞を受賞するな

ど，一定の美的感覚を備えた一般人を基準として純粋美術と同視し得る程度の美的

創作性を備えており，「美術の著作物」（著作権法２条２項，１０条１項４号）に

該当する。 

 また，文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約（以下「ベルヌ条約」

という。）は，その２条１項中，「応用美術の著作物」を保護の対象として挙げて

おり，日本は，ベルヌ条約加盟国であるから，控訴人製品は，日本の著作権法上，

応用美術として保護されるべきである（著作権法６条３号）。 

      ⒝ 当審における主張 

        ⅰ 応用美術について，著作物性が認められるためには通常よりも

高度の創作性を要すると考えることは相当ではなく，それ以外の美術の著作物と同

程度の創作性，すなわち，表現者の個性が何らかの形で表れていることが認められ

れば著作物性が肯定されるものと解すべきである。 

       ⅱ① この点に関し，原判決は，「原告製品は工業的に大量に生産さ

れ，幼児用の椅子として実用に供されるものであるから（弁論の全趣旨），そのデ

ザインはいわゆる応用美術の範囲に属するものである。そうすると，原告製品のデ

ザインが思想又は感情を創作的に表現した著作物（著作権法２条１項１号）に当た

るといえるためには，著作権法による保護と意匠法による保護との適切な調和を図
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る見地から，実用的な機能を離れて見た場合に，それが美的鑑賞の対象となり得る

ような美的創作性を備えていることを要すると解するのが相当である。」と判示す

る。 

 しかしながら，以下の②から④の点に鑑みると，原判決の判示する内容は，応用

美術が著作物として保護されるためには，「美的鑑賞の対象となり得るような美的創

作性」を要すると解すべき根拠となるものではない。 

       ② 著作権法上，応用美術につき，著作物として保護されるために

は「美的鑑賞の対象となり得るような美的創作性」を要する旨定めた規定は，存在

しない。 

       ③ 著作権法は，書籍やＣＤなど大量生産される物についても，著

作物として保護されるために特別の要件を課すことはしておらず，学説及び裁判例

においても，そのような要件が必要とは考えられていない。 

 また，例えば，茶の湯に用いられる茶わんなどの茶器は，実用品であるが，美術

の著作物として著作権法によって保護されることは明らかである。 

 これらの点に鑑みると，応用美術が，量産される実用品に用いる目的で作成され

ることは，著作物として保護されるために特別の要件を課す根拠とはならない。 

     ④ 意匠法との関係についても，応用美術を著作物として著作権法

の保護対象とすると，直ちに意匠法の存在意義や意匠登録のインセンティブが減殺

されるとはいえず，したがって，上記存在意義やインセンティブの確保は，創作性

のある表現について著作権法による保護を自制しなければならないことを正当化す

る理由になるとはいえない。 

 すなわち，ある客体が，著作権法及び意匠法の保護要件を満たす場合は，これら

のいずれの法律の趣旨にも適合しているといえるから，両法による重複的保護が与

えられるべきであり，各法は制度趣旨を異にするものであることを考慮すれば，重

複的保護を与えることにつき，何ら問題はない。また，意匠権は，絶対的独占権で

あり，他人の意匠に依拠することなく独自に同一の意匠を創作しても意匠権侵害が
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成立するという点において，著作権よりも強い保護を与えるものといえるから，上

記重複的保護により，意匠法の存在意義や意匠登録のインセンティブが減殺される

とは，必ずしもいえない。 

       ⅲ 本件についてみると，以下の点によれば，控訴人製品について

は，応用美術以外の美術の著作物と同程度の創作性があること，すなわち，表現者

の個性が何らかの形で表れていることが明らかといえるから，著作物性が肯定され

るべきである。 

        ① 控訴人製品は，後記の控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態

的特徴を備え，見る者に脚立を連想させるものであり，そのデザインには，デザイ

ナーである控訴人オプスヴィック社代表者の個性が表れている。しかも，控訴人製

品は，その優れたデザイン性につき，種々の賞を受けるなど高く評価されており，

その創作性の程度は高いものということができる。 

        ② 後記の控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴は，一般

的な幼児用椅子の機能とは関係のないところから表れており，実用的機能とは結び

付いていない。 

     ｂ 著作権及び独占的利用権の存否 

 控訴人オプスヴィック社は，昭和４７年頃，控訴人オプスヴィック社代表者から，

控訴人製品に関する著作権の譲渡を受け，控訴人ストッケ社（当時の商号は，スト

ッケ・ファブリカ－・エイエス）に対し，同著作権の独占的利用を許諾した。 

 したがって，控訴人オプスヴィック社は，控訴人製品に関する著作権（「控訴人

オプスヴィック社の著作権」）を有し，控訴人ストッケ社は，同著作権の独占的利

用権（「控訴人ストッケ社の独占的利用権」）を有する。 

    (イ) 被控訴人の主張 

      ａ 応用美術の著作物性が肯定されるためには，著作権法による保護と

意匠法による保護との適切な調和を図る見地から，実用的な機能を離れて見た場合

に，それが美的鑑賞の対象となり得るような美的創作性を備えていることを要する。 
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      ⒜ 著作権法及び意匠法の重複適用は相当ではなく，両者のすみ分け

についての体系的な判断は，不可避である。 

 すなわち，上記重複適用を認めると，存続期間を短く定めた意匠法の趣旨が没却

されることになる。また，意匠権は経済財であるところ，上記重複適用を認めれば，

事実上，意匠権に人格権を認めたのに近い状況が生じ，それは，経済財としての流

通，利用にとって好ましくない。 

 現行著作権法の立法過程においても，応用美術の保護の在り方につき，意匠権と

のすみ分けの必要性を強く意識して検討されたという経緯がある。  

      ⒝ また，応用美術とされる商品に著作権法を適用することについて

は，それによって，関連産業の発展の阻害や改良商品の開発等に対する不当な制約

が生じ，ひいては国民生活の利便性の向上にも悪影響を及ぼすなど，当該商品の分

野の生産的側面及び利用的側面において弊害を招く可能性等を考慮して，判断すべ

きである。 

      ⒞ 以上に鑑みると，純粋美術が，何らの制約を受けることなく美を

表現するために創作されるのに対して，応用美術は，実用目的又は産業上の利用目

的という制約の下で創作されることから，その制作，流通の実情を考慮して意匠法

的に保護するというのが，創作法の基本的な考え方といえる。 

 すなわち，①著作権は，創作のみによって発生し，公示制度は存在しないこと，

②著作権には，長期の保護期間が認められていること，③著作者人格権等の支分権

が存在することなどから，応用美術に著作権法上の保護を付与すれば，当該応用美

術の利用，流通が妨げられる。この点に鑑みると，応用美術については，そのよう

な利用，流通に係る支障を甘受してもなお，著作権法を適用する必要性が高いもの

に限り，著作物性を認めるべきである。 

     ｂ 控訴人らの主張によれば，美的創作性に重点が置かれていない工業

製品一般に広く著作権を認めることになり，結果として，美的創作性に乏しい作品

につき，著作権や著作者人格権が不必要に長期間にわたり存続すること，大量生産
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により社会に流通することから，著作権の氾濫という事態を招来する。 

 特に，控訴人製品は，椅子という実用品であり，しかも，後記の控訴人ら主張に

係る控訴人製品の形態的特徴は，椅子に必須の基本的構成である脚部の形状に関す

るものである。このように創作の幅が制限されたものを一般的に著作物として保護

すれば，同一又はわずかに異なる多くの椅子について著作権が乱立し，審査及び登

録の制度がないことから，それらの著作権の存否も容易に確認できなくなるなどと

いった弊害が生じる。そのような事態を招くことは，著作権法及び意匠法のいずれ

の目的（著作権法１条，意匠法１条）にも沿わないことである。                                                                                                                                                                                                                                                   

     ｃ 控訴人製品は，量産を前提とした実用品であり，そのデザインも，

人間工学又は機能性に基づく形態を有しており（甲５，甲７等），実用面及び機能

面を離れて，それ自体，完結した美術品として，専ら美的鑑賞の対象とされるもの

ではない。 

     ｄ 以上によれば，控訴人製品の著作物性は，認められない。 

   イ 侵害の有無 

    (ア) 控訴人らの主張 

 後記⑵ウ(ア)によれば，被控訴人製品は，全体的な印象において控訴人製品と共

通しており，控訴人製品に依拠し，かつ，その表現形式上の本質的な特徴を直接感

得できるものといえる。 

 したがって，被控訴人製品の製造，販売は，控訴人オプスヴィック社の著作権，

すなわち，複製権（著作権法２１条）又は翻案権（同法２７条）並びに譲渡権（同

法２６条の２）及び二次的著作物の譲渡権（同法２８条，２６条の２）を侵害する

とともに，控訴人ストッケ社の独占的利用権も侵害している。 

    (イ) 被控訴人の主張 

     ａ 被控訴人製品の製造等が，控訴人製品に係る著作権を侵害するか否

かは，被控訴人製品が，控訴人製品の内容及び形式を覚知させるものか否か，又は，

控訴人製品の本質的な特徴を直接感得させるものであるか否かによって決められる。 
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 前述したとおり，控訴人製品が，実用目的又は産業上の利用目的という制約を受

けつつ創作されたものであり，加えて，後記の控訴人ら主張に係る控訴人製品の形

態的特徴を有する箇所は，椅子の必須の基本的構成である脚部の形状に関するもの

であるから，創作性が認められる部分は，限定的に解するべきである。 

 以上に鑑みると，後記の被控訴人主張に係る控訴人製品の形態的特徴をもって，

控訴人製品の本質的な特徴と解するべきである。 

     ｂ 被控訴人製品は，いずれも安定感，安心感を与えるデザインを備え

ており，控訴人製品に見られるような不安定感はない。また，被控訴人製品は，①

その多くの部材が丸みを帯びた作りであること，②安全性，安定性及び機能性を最

優先した結果，部材の数が多いことから，控訴人製品の有する，直線的でシンプル

かつスタイリッシュなデザインを覚知できず，控訴人製品の主要な形態的特徴は，

認められない。 

 以上によれば，仮に，控訴人製品の著作物性が肯定されても，被控訴人製品の製

造等は，控訴人製品に係る著作権を侵害せず，したがって，その独占的利用権も侵

害しない。 

  ⑵ 不競法２条１項１号の不正競争行為該当性の有無 

   ア 控訴人製品に係る「商品等表示」に該当する形態 

    (ア) 控訴人らの主張 

     ａ 原審における主張 

 控訴人製品は，「赤ちゃんから大人まで，成長する椅子」というコンセプトの下で

販売されており，その最大の特徴は，子供の成長に合わせた「部材Ｇ（座面）」及び

「部材Ｆ（足置き台）」の高さ及び奥行きの調整機能に加え，それを可能にするため

に考案された独創的かつ特徴的な形態にある。 

 すなわち，控訴人製品は，①側面部分が「部材Ａ」及び「部材Ｂ」で構成されて

おり，「部材Ｂ」は地面と平行に配置され，「部材Ｂ」の先端と「部材Ａ」の下端が

接続されている，②側面から見た場合，「部材Ａ」と「部材Ｂ」とで略Ｌ字型の形状
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を形成しており，「部材Ａ」と「部材Ｂ」の成す角度は約６６度である，③「部材Ａ」

と「部材Ｂ」とから構成される側面部分は二組あり，いずれも地面に対して垂直に

配置され，また，二組の上記側面部分は並行に配置されている，④「部材Ａ」に地

面と平行に１４本の溝が形成されており，１枚ずつある「部材Ｇ」及び「部材Ｆ」

は，この溝に挿入されて配置されている，⑤「部材Ａ」の下部及び中央部に，「部材

Ｌ」及び「部材Ｄ（金属棒）」が配置されている，⑥「部材Ａ」の上部に「部材Ｈ（背

板）」が配置されている，⑦アクセサリーとして，「部材Ａ」に「部材Ｉ（転落防止

用のベビーガード）」を装着することが可能になっているという，製作当時の同種の

製品には見られない特異な形態的特徴（以下「原審における控訴人ら主張に係る控

訴人製品の形態的特徴」という。）を有している。 

     ｂ 当審における主張 

 控訴人製品は，一般的な椅子とは異なり，見る者に脚立を連想させる，別紙３「控

訴人製品及び被控訴人製品の概要」のⅠ⑵のとおり「左右一対の部材Ａの内側に床

面と平行な溝が複数形成され，その溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き

台）をはめ込んで固定し，部材Ａは床面から斜めに立ち上がっている」という形態

的特徴（以下「控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴」という。）を有してお

り，これは，控訴人製品を他の同種製品と識別し得る顕著な形態的特徴といえ，控

訴人らの「商品等表示」に該当する。 

 この点について，原判決は，控訴人製品は，①側板が左右一対の「部材Ａ」及び

「部材Ｂ」によりそれぞれ略Ｌ字状（これらが成す角度は約６６度）に構成される

という「第１の形態的特徴」と，②幼児の成長に合わせて「部材Ｇ（座面）」及び「部

材Ｆ（足置き台）」の固定位置を調整することができるよう，左右一対の「部材Ａ」

の内側に床面と平行な溝が多数形成され，この溝に沿って「部材Ｇ」及び「部材Ｆ」

をはめ込んで固定するという「第２の形態的特徴」とを組み合わせた点において，

従来の椅子には見られない顕著な形態的特徴を有している旨認定しているが，同認

定は，誤りである。 
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（判決注：なお，控訴人らは，原審における主張に替えて，当審における主張をす

るものと解される。）                              

      ⒜ 控訴人製品の全体的な印象 

 控訴人製品は，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴により，外観におい

て脚立に類似しているという印象を与えるものであり，椅子としては特異なデザイ

ンを備えている。現に，控訴人製品を脚立と誤認した者なども存在する。  

     ⒝ 需要者の視点からの分析 

      ⅰ 控訴人製品の主な需要者は，幼児の親であり，幼児用椅子を選

択する際，安全性の観点から，幼児が直接座る座面の高さ及び構造並びに足置き台

の有無及び高さに着目する。 

したがって，需要者は，控訴人製品に接した際，座面（「部材Ｇ」）及び足置き台

（「部材Ｆ」）並びにそれらを固定する「部材Ａ」の部分に，特に着目するものと考

えられる。現に，幼児用椅子の売場においては，座面及び足置き台並びにそれを固

定する部材が見えやすいように，商品が前向きに陳列されている。 

そして，前記部分は，前述したとおり，脚立に類似しているという印象を与える

控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴を構成するものであるから，需要者は，

控訴人製品の印象から，脚立を連想する。 

他方，幼児用椅子の側面の形状は，需要者である幼児の親がこれに着目する理由

はなく，また，通常は目に入らない部分であるから，控訴人製品の形態的特徴の認

定に影響を及ぼすものではない。 

      ⅱ 原判決は，控訴人製品につき，視覚的に不安定さを感じさせる

構成となっている旨判示するが，甲７１号証から甲７９号証にそのような記載はな

く，控訴人製品を脚立代わりに使用する者もいること（甲８１から甲８３），需要者

は，控訴人製品に接する際，その素材が優れて頑丈であることも同時に目にするこ

とから，控訴人製品は，不安定な印象を与えるものではない。 

     ⒞ 日本における控訴人製品販売開始前後の幼児用椅子市場の状況 
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日本において，控訴人製品が昭和４９年に初めて販売された以前は，市販の幼児

用椅子の大半が，４本の脚部で座面を支え，かつ，座面が固定されているという形

態のものであり，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴と同様の特徴を備え，

見る者に脚立を連想させる製品は，存在しなかった（甲３２，甲８４）。日本におい

て上記特徴を備えた幼児用椅子が販売されるようになったのは，控訴人製品の販売

開始後である（甲４２）。 

以上によれば，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴は，日本において，

控訴人製品の販売開始当時は，他の同種製品と一見して区別される顕著な形態的特

徴であったといえる。控訴人製品は，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴

を備えた脚立ふうの椅子のパイオニアであり，その発売後に販売された同様の特徴

を有する製品は，控訴人製品を模倣したものにすぎない。 

      ⒟ 控訴人製品の機能との関係 

 控訴人製品は，成人も利用可能という機能を有するところ，同機能自体は，「部材

Ｇ（座面）」及び「部材Ｆ（足置き台）」の高さ及び奥行きを調節できれば実現可能

であり，「部材Ｇ（座面）」及び「部材Ｆ（足置き台）」を「部材Ａ」のみによって固

定すること並びに「部材Ａ」が床面から斜めに立ち上がっていることは，上記機能

に関して必然的なものではない。 

 したがって，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴は，控訴人製品の機能

及び効果と必然的に結びつくものではなく，商品等表示としての保護を受け得る形

態的特徴である。 

      ⒠ 被控訴人が後記(イ)ａにおいて掲げる他の同種製品は，いずれも

控訴人主張に係る控訴人製品の形態的特徴を備えておらず，控訴人製品の形態的特

徴の顕著性の判断に当たって参考とならないものである。 

    (イ) 被控訴人の主張 

 「商品等表示」としての保護については，登録等の公示制度が存在せず，意匠権

と比較しても権利の外延が明確とはいえないにもかかわらず，同保護が認められれ
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ば，基本的に，永久に保護されることになる。 

 したがって，商品の形態につき，「商品等表示」該当性を認めること及びその上で

他の商品との類似性を肯定することについては，それによって，関連産業の発展の

阻害や改良商品の開発等に対する不当な制約が生じ，ひいては国民生活の利便性の

向上にも悪影響を及ぼすなど，当該商品の分野の生産的側面及び利用的側面におい

て弊害を招く可能性等を考慮して，慎重かつ厳格に判断すべきである。 

     ａ 控訴人製品の形態的特徴 

      ⒜ 商品の形態が，不競法２条１項１号所定の「商品等表示」に該当

するためには，他の同種商品とは異なる顕著な外観的特徴を要するところ，相応の

高さを有する乳児用ハイチェアにおいて，安定性を確保する上では，脚部が上方に

向けてすぼまる形態，すなわち，脚部を構成する「部材Ａ」及び「部材Ｃ」が床面

から斜めに立ち上がっている形態にならざるを得ない（財団法人製品安全協会の「乳

幼児用ハイチェアの認定基準及び基準確認方法〔乙３０〕等参照。）。 

 また，日本において市販されている椅子には，以下の①から④のとおり，構造の

一部において控訴人製品と共通するものが存在する。 

 このことから，控訴人製品において，「商品等表示」に該当し得る形態的特徴，す

なわち，「他の同種商品とは異なる顕著な外観的特徴」といい得るのは，他の椅子に

は見られない構造である，「側板が左右一対の部材Ａ及び部材Ｂによりそれぞれ略Ｌ

字（これらが成す角度は約６６度）に構成される点，すなわち，椅子の基本的構成

態様である脚部が，部材Ａと部材Ｂ（いずれも角が角ばり，辺が直線上の等幅の部

材）『のみ』によって構成され，側面から見て略Ｌ字状の形状となっているという点」

（以下「被控訴人主張に係る控訴人製品の形態的特徴」という。）に尽きるというべ

きである。 

      ⒝① 乙１０号証及び乙１１号証のパイプ椅子は，座板（「部材Ｇ」に

相当）の辺を，４本の脚部ではなく，前側の脚部（「部材Ａ」に相当）で支える構造

において，控訴人製品と共通する。 
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       ② 乙１２号証の「ダックチェア」，乙１３号証の「パロットチェア」，

乙１４号証の「コイノドチェア」及び乙１５号証の「Ｔ－５４２７」は，いずれも

斜めの２本脚であり，「部材Ａ」が「部材Ｇ」を単独で直接固定するとともに，その

上部で部材Ｈを直接固定する形態において，控訴人製品と共通しており，特に，「ダ

ックチェア」，「パロットチェア」及び「Ｔ－５４２７」は，いずれも側面形状が控

訴人製品と同様の略Ｌ字型となっている。 

       ③ また，前記②記載の乙号証に係る椅子及び乙１６号証の椅子は，

いずれも「部材Ａは床面から斜めに立ち上がっている」という形態において，控訴

人製品と共通する。 

 このうち，乙１６号証の椅子は，「左右一対の部材Ａに部材Ｇ (座面)及び部材Ｆ

 (足置き台)をはめ込んで固定し，部材Ａは床面から斜めに立ち上がって」いるとい

う点において，控訴人製品と同様の構造を備えている。このような形態の椅子は多

数存在し（甲４２），被控訴人自身も，遅くとも昭和５６年から，同様の形態の椅

子を販売している（乙２０から乙２２）。 

       ④ 控訴人製品の形態のうち，脚部（「部材Ａ」）に複数の溝があ

り，そこに板（「部材Ｆ」及び「部材Ｇ」）を差し込むことによって高さ等の調整

が可能となる形態については，同様の形態を備えた椅子は多数存在し，ありふれた

ものといえる（乙８の１から２５，乙１２，乙１７の１から３）。 

 この点に鑑みると，上記形態は，控訴人製品の使用上の機能や目的に由来するも

のにすぎず，他の同種製品と識別する形態ということはできない。 

     ｂ 取引の実情，需要者の視点からの分析 

      ⒜ 取引の実情，需要者の視点からは，まず，控訴人ら及び控訴人製

品販売業者において，宣伝広告，売場における展示等に当たり，控訴人製品の形態

をどのようにアピールしているかという点が重要であるところ，控訴人製品の宣伝

広告及び売場における展示は，控訴人製品の側面形状が際立つ態様でされているこ

とが多い（甲１，甲３，乙２３，乙２４等）。 
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 そして，上記宣伝広告及び展示においては，控訴人製品の側板が左右一対の「部

材Ａ」及び「部材Ｂ」によりそれぞれ略Ｌ字に構成される点について強く印象付け

られる一方，左右一対の「部材Ａ」の内側に床面と平行な溝が複数形成されている

点は，ほとんど看取できず，「部材Ｇ (座面)」及び「部材Ｆ (足置き台)」につい

ても，注意を惹きにくいものである。 

 控訴人製品につき，上記のような宣伝広告及び展示が行われているのは，控訴人

ら及び控訴人製品販売業者において，控訴人製品の特徴は，側板が左右一対の「部

材Ａ」及び「部材Ｂ」によりそれぞれ略Ｌ字に構成されるという側面形状にあり，

それをもって，他の同種製品とは異なる形態上のアピールポイントとして認識して

いるからである。現に，控訴人ら自身，原審等においては，控訴人製品の側面形状

を「商品等表示」に該当する形態的特徴として主張していた。 

      ⒝ 控訴人製品の主な需要者である幼児の親は，商品の選択に当たり，

椅子の構造上の安全性に着目するところ，その際に重要なポイントとなるのは，控

訴人製品においては，①椅子の基本的構成態様である脚部につき，「部材Ａ」と「部

材Ｂ」とが一体となり，それらのみで構成されていること及び②「部材Ｃ」の有無

であり，脚部の一部にすぎない「部材Ａ」という構造ではない。 

 そして，需要者又は取引者は，控訴人製品につき，一般的な４本脚の椅子や被控

訴人製品と異なり，荷重を支える「部材Ｃ」がなく，側面から見て略Ｌ字状の２本

脚の椅子であるという点をもって，シンプルなものであるという強い印象を受ける。 

 他方，椅子の基本的構成態様であり，構造上の安全性にも関わる脚部に比べれば，

「部材Ａ」に配された溝並びに座面（「部材Ｇ」）及び足置き台（「部材Ｆ」）は，

それ自体，特異な形状を有するものではない以上，需要者の注意を惹く部分ではな

い。 

      ⒞ 以上によれば，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴は，

出所表示機能を果たし得ない。 

     ｃ 控訴人らの当審における主張について 
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      ⒜ 商品の形態が「商品等表示」に該当するための要件である「顕著

な外観的特徴」は，他の同種製品の形態との比較において抽出されるべきものであ

り，他の物品等を連想させるという抽象的な観点から抽出されるものではない。 

 したがって，幼児用椅子である控訴人製品につき，「脚立」という，同種製品では

ない物品を「連想」させる形態的特徴をもって，「商品等表示」に該当するという控

訴人らの主張は，その判断手法自体が誤りといえる。 

      ⒝ しかも，控訴人製品の形態は，脚立を連想させるものとはいえな

い。 

 すなわち，脚立は，ほぼすべてが，４本の脚部で荷重を支える形状であり，２本

脚の控訴人製品とは，基本的構成態様において異なる。また，控訴人製品における

必須部材といえる「部材Ｂ」は，脚立においては，折り畳みの妨げになることから，

存在しない。 

   イ 控訴人製品に係る「商品等表示」の周知性の有無 

    (ア) 控訴人らの主張 

 以下によれば，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴は，遅くとも被控訴

人製品３の製造，販売が開始された平成１８年２月頃までには，控訴人らの商品等

表示として周知されていたものと認められる。 

     ａ 宣伝，広告 

 控訴人製品は，日本における昭和４９年の販売開始以来，多数の家具，インテリ

ア雑誌，幼児保育雑誌等を中心に大きく採り上げられ（甲３，甲７等），また，販売

店等による宣伝，広告も行われた（甲１，甲１５等）。 

     ｂ 販売実績 

 控訴人製品は，昭和４９年から，株式会社松屋（以下「松屋」という。）によって

輸入，販売され，平成２年には，松屋と控訴人ストッケ社との合弁会社である株式

会社スキャンデックス（以下「スキャンデックス社」という。）が販売を開始した。

同社は，平成２年度から平成１７年度までの間，約３７万台の控訴人製品を販売し
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た。 

 このような販売実績に加え，前述した宣伝，広告により，控訴人製品は，子供を

持つ家庭を中心に，広く知られるようになった。 

     ｃ 販路 

 控訴人製品は，日本における販売開始の当初から，家具の販売ルート及びベビー・

子供用品の販売ルートという複数の販売ルートに流通し，遅くとも平成１９年頃ま

でには，日本全国に散在する約１０００店舗において販売されるに至り，需要者は，

種々の機会において頻繁に控訴人製品に接している。 

    (イ) 被控訴人の主張 

 争う。 

   ウ 控訴人製品に係る「商品等表示」の形態と被控訴人製品の形態との類似

性の有無 

    (ア) 控訴人らの主張 

 以下のとおり，被控訴人製品の形態は，控訴人製品に係る「商品等表示」の形態，

すなわち，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴に類似している。 

     ａ 原審における主張 

 被控訴人製品は，「部材Ｂ」の後方部分から「部材Ａ」の中央部（被控訴人製品１，

３及び５）又は上部（被控訴人製品２，４及び６）に延びる「部材Ｃ」が存在する

ことを除き，いずれも，その素材，大きさ及び色において控訴人製品と類似してお

り，かつ，原審における控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴をすべて備え

ていることから，控訴人らの商品等表示と類似するものというべきである。 

 被控訴人製品の「部材Ｃ」は，正面又は斜め上方からは，ほぼ見えないか，又は

見えにくい位置にあり，側面から見ても，「部材Ａ」に掛かる荷重を支えるための補

助的な板程度の印象しか与えないものといえ，この点に鑑みると，「部材Ｃ」の存在

は，上記の類似性を否定することはできない。 

 また，被控訴人製品の形態の採用には，いわゆるフリーライドの意図が認められ，
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この点は，類似性を肯定する事情として考慮されるべきである。 

     ｂ 当審における主張  

      ⒜ 製品の形態の類似性について判断するに当たっては，全体的かつ

離隔的に考察すべきであり，比較対象の製品の形態が取引者又は需要者に与える印

象，記憶，連想等を総合して，同製品のイメージを構成する主要な特徴部分におい

て共通すれば，両製品は全体として類似するものと解すべきである。すなわち，需

要者が控訴人製品及び被控訴人製品について抱く各イメージを基準として，類似性

の有無を判断すべきである。 

 控訴人製品及び被控訴人製品は，いずれも幼児用椅子であるから，主な需要者は，

幼児を持つ親であり，この点を前提として類似性の有無を検討する。 

   ⒝ⅰ 別紙３「控訴人製品及び被控訴人製品の概要」のとおり，被控

訴人製品は，いずれも「左右一対の部材Ａの内側に床面と平行な溝が複数形成され，

その溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）をはめ込んで固定し，部材

Ａは床面から斜めに立ち上がっている」という，控訴人ら主張に係る控訴人製品の

形態的特徴と同様の形態的特徴を備え，脚立を連想させるというイメージを構成す

る主要な特徴部分において控訴人製品と共通している。 

加えて，被控訴人製品は，木製である点並びに「部材Ａ」の下部及び中央部に金

属製部材が存在する点においても，控訴人製品と共通している。 

さらに，多くの需要者も，控訴人製品と被控訴人製品との類似性を指摘している。 

       ⅱ 確かに，被控訴人製品の構成には，控訴人製品において対応す

る部材がない「部材Ｃ」が含まれる。 

 しかしながら，需要者が控訴人製品及び被控訴人製品と接する際は，まず脚立を

連想するところ，「部材Ｃ」の有無は，脚立ふうであるか否かという点に影響するも

のではなく，したがって，全体的な印象の類似性に影響を及ぼさない程度の些細な

差異にすぎない。 

       ⅲ また，被控訴人製品３，４及び６の肘掛け（被控訴人製品３及
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び４においては，「部材Ｋ」として表示されている。被控訴人製品６には，「部材

Ｋ」の表示はないものの，甲６３によれば，「部材Ｋ」に相当する肘掛けを備えて

いることは明らかといえる。以下，被控訴人製品３，４及び６の肘掛けにつき，「部

材Ｋ（肘掛け）」と表記する。）又は「部材Ｊ（テーブル）」並びに被控訴人製品

６のスタビライザーは，いずれも控訴人製品には存在しない部材である。 

 しかしながら，「部材Ｋ（肘掛け）」及びスタビライザーの有無は，「部材Ｃ」

同様，全体的な印象の類似性に影響を及ぼさない程度の些細な差異にすぎない。 

 「部材Ｊ（テーブル）」は，着脱可能な付属品であり，被控訴人製品３，４及び

６は，同部材を装着しない状態であっても，使用できる。加えて，被控訴人製品は，

「大人まで使える」ことをセールスポイントとし，当初の組立時において同部材を

装着しても，子供がある程度成長した時点において取り外すことが当然に予定され

ており，このことから，被控訴人製品３，４及び６につき，「部材Ｊ」が装着され

ていない状態は，通常の使用態様の１つといえる。 

    ⅳ 以上によれば，取引者又は需要者は，控訴人製品と被控訴人製

品の各形態の外観に基づく印象，記憶，連想等から，両者を全体的に類似のものと

して受け取るものであり，両製品の間に類似性が認められる。 

 (イ) 被控訴人の主張 

 被控訴人製品の形態は，以下のとおり，被控訴人主張に係る控訴人製品の形態的

特徴とは異なり，両者が類似しているとはいえない。 

     ａ 控訴人製品は，通常の椅子が備えている「部材Ｃ」に相当する脚が

ないことから，一見すると不安定な印象を与えるとともに，直線を基調とした最小

限の部材で構成されていることによって，シンプルかつスタイリッシュな印象をも

与えている。 

     ｂ 上記の点に鑑みると，「部材Ｃ」に相当する脚がないことは，控訴人

製品の形態的特徴において重要な要素といえるところ，他方において，被控訴人製

品には，いずれも椅子の基本的構成態様として，「部材Ａ」及び「部材Ｂ」のみな
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らず，「部材Ｃ」が存在することから，合計４本の脚があり，側面形状は，略正三

角形型（被控訴人製品１，３及び５），略Ａ字型（被控訴人製品２），略二等辺三

角形型（被控訴人製品４及び６）である。 

 また，前記ａのとおり，控訴人製品が直線を基調とした部材で構成されているの

に対し，被控訴人製品を形成する個々の部材は，丸みを帯びている。 

 以上のとおり，被控訴人製品は，いずれも主要な特徴部分において控訴人製品と

は大きく異なるものである。 

     ｃ さらに，前記ａのとおり，控訴人製品は，最小限の部材で構成され

ていることにより，シンプルかつスタイリッシュな印象を与えるものであるから，

椅子としての効用又は安全性の確保に必須ではなく，機能性，快適性を高めるため

の部材は，控訴人製品において存在してはならないものといえる。 

 この点に関し，被控訴人製品３，４及び６の「部材Ｋ（肘掛け）」又は「部材Ｊ

（テーブル）」並びに被控訴人製品６のスタビライザーは，いずれも椅子としての

効用又は安全性の確保に必須ではない，機能性，快適性を高めるための部材であり，

この点においても，控訴人製品と異なっている。 

   エ 「混同を生じさせる行為」該当性の有無 

    (ア) 控訴人らの主張 

 前述したとおり，被控訴人製品の形態は，控訴人製品に係る「商品等表示」に該

当する控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴に類似している。 

 加えて，控訴人製品と被控訴人製品は，①幼児用椅子である点，②主な需要者が

幼児を持つ親である点，③幼児の成長に合わせて調節することができ，大人になる

まで使用可能というコンセプトを有する点において共通している。 

 以上によれば，被控訴人による被控訴人製品の販売等の行為は，控訴人製品と混

同を生じさせる行為に該当する。 

    (イ) 被控訴人の主張 

     ａ 前述したとおり，被控訴人製品は，いずれも控訴人製品の主要な特
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徴部分につき，控訴人製品と大きく異なっており，加えて，両製品の主な需要者で

ある幼児の親は，子供のために選ぶ商品の差異には敏感であるから，両製品が混同

されるおそれはない。現に，育児雑誌（乙１８）の特集記事においても，控訴人製

品と被控訴人製品は，明確に区別して紹介されている。 

   ｂ 控訴人ストッケ社は，控訴人製品の販売に当たり，「ＳＴＯＫＫＥ」

（ストッケ）や「ＴＲＩＰＰ ＴＲＡＰＰ」（トリップ トラップ）の表示を前面

に押し出して，宣伝広告を行い，実店舗においても上記を表示している。 

 他方，被控訴人は，日本のベビーチェアの分野において，業界１，２位を争うシ

ェアを確保しており，「カトージ」又は「ＫＡＴＯＪＩ」は，著名ブランドである

から，被控訴人製品が，控訴人製品やそのセカンドラインと誤信される可能性はな

い。 

 以上によれば，被控訴人による被控訴人製品の販売等の行為は，控訴人製品と混

同を生じさせる行為に該当しない。 

  ⑶ 不競法２条１項２号の不正競争行為該当性の有無 

   ア 控訴人らの主張 

 前記⑵ア(ア)及びイ(ア)によれば，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴

は，「商品等表示」として，遅くとも平成１８年２月頃から，少なくとも「著名」な

ものであったといえる。 

 そして，前記⑵ウ(ア)のとおり，被控訴人製品の形態は，控訴人ら主張に係る控

訴人製品の形態的特徴に類似している。 

 以上によれば，被控訴人による被控訴人製品の販売等の行為は，不競法２条１項

２号所定の不正競争行為に該当する。 

   イ 被控訴人の主張 

 前記⑵ウ(イ)のとおり，被控訴人製品は，いずれも控訴人製品と非類似であるか

ら，被控訴人による被控訴人製品の販売等の行為は，不競法２条１項２号所定の不

正競争行為に該当しない。 
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  ⑷ 一般不法行為の成否 

   ア 控訴人らの主張 

 仮に，被控訴人による被控訴人製品の販売等の行為が，控訴人オプスヴィック社

の著作権及び控訴人ストッケ社の独占的利用権を侵害するものとはいえず，かつ，

不競法２条１項１号及び２号所定の不正競争行為に該当しなかったとしても，以下

のとおり，被控訴人の上記行為については，少なくとも一般不法行為が成立する。 

    (ア) 公正かつ自由な競争原理によって成り立つ取引社会においては，著

しく不公正な手段を用いて他人の法的保護に値する営業活動上の利益を侵害するも

のとして，不法行為を構成する場合が存在する。 

  (イ)ａ 控訴人らは，①控訴人オプスヴィック社において，控訴人製品の

デザインを保護するために厳格な管理体制を構築し，控訴人製品に対する一般消費

者の信用を損なわないように努め，②控訴人ストッケ社において，控訴人製品のコ

ンセプトを遵守し，最高の品質を目指して多額の費用を掛けて控訴人製品を製造す

るとともに，日本国内における販売開始から４０年以上にわたり，松屋又はスキャ

ンデックス社を通じて様々な広告を展開するなど，控訴人製品を販売するために多

大な企業努力を費やし，控訴人製品を周知・著名なものとした。 

他方，被控訴人製品も，幼児用椅子であり，同じく幼児用椅子である控訴人製品

とは，市場において競合関係にあるところ，被控訴人は，故意に，控訴人製品の形

態的特徴を模倣して被控訴人製品を製作し，大人になるまで使用可能という控訴人

製品のコンセプトと同じコンセプトを採用した上，被控訴人製品を不当に廉価で販

売して，控訴人らの顧客獲得の機会を奪っている。 

また，前記⑵エ(ア)のとおり，被控訴人による被控訴人製品の販売等の行為は，

控訴人製品と混同を生じさせる行為に該当することから，控訴人らは，同行為によ

って，その信用，ブランド，イメージ等を著しく侵害されたものといえる。 

   ｂ 以上によれば，被控訴人による被控訴人製品の販売等の行為は，取

引における公正かつ自由な競争として許される範囲を甚しく逸脱し，法的保護に値
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する控訴人らの営業活動を侵害するものとして不法行為を構成するというべきであ

る。 

 イ 被控訴人の主張 

 前記⑵ウ(イ)のとおり，控訴人製品と被控訴人製品とは，形態において全く類似

しておらず，両製品について出所混同は生じていない。 

 したがって，被控訴人において，控訴人製品の形態を故意に模倣することはあり

得ず，著しく不公正な手段を用いて控訴人らの法的保護に値する営業活動上の利益

を侵害した事実もない。 

 以上によれば，被控訴人による被控訴人製品の販売等の行為につき，一般不法行

為は成立しない。 

  ⑸ 各請求の当否 

   ア 差止請求の当否 

    (ア) 控訴人らの主張 

 被控訴人は，現在も，被控訴人製品２から６の製造及び被控訴人製品１から５の

販売を継続しており，被控訴人製品１の製造についても，容易に再開し得る。 

 したがって，被控訴人は，今後，被控訴人製品の製造及び販売を行う可能性が高

く，上記製造及び販売により，控訴人らの営業上の利益が侵害されるおそれがある。 

 また，被控訴人製品をすべて破棄しない限り，被控訴人製品が市場に流通する可

能性は否定できず，上記流通により，控訴人らの営業上の利益が侵害されるおそれ

が存在する。 

 以上によれば，被控訴人製品の製造，販売等の差止め及び被控訴人製品すべての

破棄を求める必要性が存在する（控訴人らにつき，不競法３条１項，２項。控訴人

オプスヴィック社につき，著作権法１１２条１項，２項）。 

    (イ) 被控訴人の主張 

 争う。 

   イ 損害賠償請求の当否 
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    (ア) 控訴人らの主張 

     ａ 控訴人オプスヴィック社の損害 

      ⒜ 控訴人オプスヴィック社は，被控訴人製品の各販売月から平成２

４年１２月末日までの間（以下「本件損害賠償期間」という。），被控訴人による被

控訴人製品の販売等の行為により，通常受けるべき使用料に相当する額の損害を被

っており（著作権法１１４条３項，不競法４条，５条３項１号，民法７０９条），そ

の額は，被控訴人製品の販売額の４パーセントとして算定するのが相当である。 

 したがって，控訴人オプスヴィック社の上記損害額は，別紙４「控訴人ら損害額

計算表」の（Ａ）欄のとおり，１４４７万８９６０円となる。 

      ⒝ また，控訴人オプスヴィック社は，被控訴人の上記行為と相当因

果関係のある弁護士費用相当の損害も被っており，その額は，１４４万７８９６円

である。  

      ⒞ 以上によれば，控訴人オプスヴィック社の損害の総額は，１５９

２万６８５６円（１４４７万８９６０円＋１４４万７８９６円）である。 

     ｂ 控訴人ストッケ社の損害 

      ⒜ 被控訴人は，本件損害賠償期間中，被控訴人製品の販売等の行為

により，少なくとも販売額の３０パーセントに相当する利益を得ている。 

 この点に鑑み，控訴人ストッケ社は，被控訴人の上記行為によって上記利益に相

当する額の損害を被ったものといえる（著作権法１１４条２項，不競法４条，５条

２項，民法７０９条）。 

 したがって，控訴人ストッケ社の上記損害額は，別紙４「控訴人ら損害額計算表」

の（Ｂ）欄のとおり，１億０８５９万２２００円となる。 

      ⒝ また，控訴人ストッケ社は，被控訴人の上記行為と相当因果関係

のある弁護士費用相当の損害も被っており，その額は，１０８５万９２２０円であ

る。 

      ⒞ 以上によれば，控訴人ストッケ社の損害の総額は，１億１９４５
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万１４２０円（１億０８５９万２２００円＋１０８５万９２２０円）である。 

    (イ) 被控訴人の主張 

 争う。 

   ウ 謝罪広告掲載請求の当否 

    (ア) 控訴人らの主張 

 被控訴人は，前記⑶アによれば，故意によって不正競争行為に及んで控訴人らの

営業上の信用を害したことから，不競法１４条に基づき，上記信用を回復するのに

必要な措置として，別紙５「謝罪広告目録」記載の謝罪文を同目録記載の要領で同

目録記載の新聞に掲載するべきである。 

    (イ) 被控訴人の主張 

 争う。 

 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点⑴ 著作権又はその独占的利用権の侵害の有無について 

  ⑴ 控訴人製品の著作物性の有無並びに著作権及び独占的利用権の存否につい

て 

   ア 控訴人製品の著作物性の有無 

    (ア)ａ⒜ 著作権法は，同法２条１項１号において，著作物の意義につき，

「思想又は感情を創作的に表現したものであって，文芸，学術，美術又は音楽の範

囲に属するもの」と規定しており，同法１０条１項において，著作物を例示してい

る。 

 控訴人製品は，幼児用椅子であることに鑑みると，その著作物性に関しては，上

記例示されたもののうち，同項４号所定の「絵画，版画，彫刻その他の美術の著作

物」に該当するか否かが問題になるものと考えられる。 

 この点に関し，同法２条２項は，「美術の著作物」には「美術工芸品を含むもの

とする。」と規定しており，前述した同法１０条１項４号の規定内容に鑑みると，
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「美術工芸品」は，同号の掲げる「絵画，版画，彫刻」と同様に，主として鑑賞を

目的とする工芸品を指すものと解される。 

 しかしながら，控訴人製品は，幼児用椅子であるから，第一義的には，実用に供

されることを目的とするものであり，したがって，「美術工芸品」に該当しないこ

とは，明らかといえる。 

      ⒝ そこで，実用品である控訴人製品が，「美術の著作物」として著

作権法上保護され得るかが問題となる。 

 この点に関しては，いわゆる応用美術と呼ばれる，実用に供され，あるいは産業

上の利用を目的とする表現物（以下，この表現物を「応用美術」という。）が，「美

術の著作物」に該当し得るかが問題となるところ，応用美術については，著作権法

上，明文の規定が存在しない。 

 しかしながら，著作権法が，「文化的所産の公正な利用に留意しつつ，著作者等

の権利の保護を図り，もって文化の発展に寄与することを目的と」していること（同 

法１条）に鑑みると，表現物につき，実用に供されること又は産業上の利用を目的

とすることをもって，直ちに著作物性を一律に否定することは，相当ではない。同

法２条２項は，「美術の著作物」の例示規定にすぎず，例示に係る「美術工芸品」

に該当しない応用美術であっても，同条１項１号所定の著作物性の要件を充たすも

のについては，「美術の著作物」として，同法上保護されるものと解すべきである。 

 したがって，控訴人製品は，上記著作物性の要件を充たせば，「美術の著作物」

として同法上の保護を受けるものといえる。 

     ｂ 著作物性の要件についてみると，ある表現物が「著作物」として著

作権法上の保護を受けるためには，「思想又は感情を創作的に表現したもの」である

ことを要し（同法２条１項１号），「創作的に表現したもの」といえるためには，当

該表現が，厳密な意味で独創性を有することまでは要しないものの，作成者の何ら

かの個性が発揮されたものでなければならない。表現が平凡かつありふれたもので

ある場合，当該表現は，作成者の個性が発揮されたものとはいえず，「創作的」な表
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現ということはできない。 

 応用美術は，装身具等実用品自体であるもの，家具に施された彫刻等実用品と結

合されたもの，染色図案等実用品の模様として利用されることを目的とするものな

ど様々であり（甲９０，甲９１，甲９３，甲９４），表現態様も多様であるから，応

用美術に一律に適用すべきものとして，高い創作性の有無の判断基準を設定するこ

とは相当とはいえず，個別具体的に，作成者の個性が発揮されているか否かを検討

すべきである。 

     ｃ そして，著作権侵害が認められるためには，応用美術のうち侵害と

して主張する部分が著作物性を備えていることを要するところ，控訴人らは，控訴

人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴，すなわち，別紙３「控訴人製品及び被控

訴人製品の概要」のⅠ⑵（以下「控訴人製品の概要」という。）のとおり「左右一対

の部材Ａの内側に床面と平行な溝が複数形成され，その溝に沿って部材Ｇ（座面）

及び部材Ｆ（足置き台）をはめ込んで固定し，部材Ａは床面から斜めに立ち上がっ

ている」という形態に係る著作権が侵害された旨主張するものと解される。 

 そこで，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴につき，著作物性の有無を

検討する。  

    (イ)ａ オフィスチェア，ソファ，スツール等を別として，ダイニングチ

ェア，リビングチェア，学習用の椅子など，一般的に家庭で用いられる１人掛けの

椅子は，子供用のものも含め，４本脚のものが比較的多い（甲４５，甲８４，乙１

７の１から３，乙２１，乙２２等）。独立行政法人国民生活センターが実施した乳幼

児用チェアの安全性のテストに係る報告書においても，４本脚の乳幼児用チェアが

図示されている一方，２本脚のものは示されていないこと（乙２９の１，２）にも

鑑みると，控訴人製品及び被控訴人製品が属する幼児用椅子の市場においても，４

本脚の椅子が比較的多いものと推認できる。 

 以上によれば，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴は，「左右一対の部材

Ａ」の２本脚である点において，特徴的なものといえる。 
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     ｂ⒜ この点に関し，平成１８年１月発行の雑誌「ＢａｂｙＬｉｆｅ ｎ

ｏ．１」（甲４２）に掲載されている，当時日本国内で流通していた幼児用のハイ

チェアのうち，「ウィッパーズ スウィングチェアー」（以下「ウィッパーズ」と

いう。），「ゴイター キッドヒット」（以下「ゴイター」という。），「スクス

ク すくすくチェアＦＸ」（以下「スクスク」という。），「シャート スターハ

イチェア」（以下「シャート」という。）及び「アップリカＵＮ マミーズカドル」

（以下「アップリカＵＮ」という。），平成５年１１月発行の雑誌「狭さ克服セン

スアップ・レッスン 夢を育む子供部屋」（乙１２）に掲載されている「ダックチ

ェア」，株式会社匠工芸のホームページ（乙１３）に掲載されている「パロットチ

ェア」（同ホームページ開設日及び掲載日のいずれも，不明。），平成１４年１１

月発行の文献「近代椅子学事始」（乙１４）に掲載されている「コイノドチェア」

並びに平成２年１０月発行の文献「家具デザインの潮流 チェアデザイン・ウォッ

チング 愛知県」（乙１５）に掲載されている「Ｔ－５４２７」は，いずれも２本

脚の椅子であり，「左右一対の部材Ａ」が「床面から斜めに立ち上がっている」構

成を有している。 

      ⒝ⅰ 「シャート」，「ダックチェア」，「パロットチェア」，「コ

イノドチェア」及び「Ｔ－５４２７」は，いずれも「部材Ａの内側」に形成された

「床面と平行な」「複数」の「溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）」

の両方を「はめ込んで固定し」たものでないことは，明らかといえる。 

       ⅱ 他方，「ウィッパーズ」，「ゴイター」，「スクスク」及び「ア

ップリカＵＮ」は，「部材Ｇ（座面）」及び「部材Ｆ（足置き台）」については，控

訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴と同様の特徴を備えているとみられる

（ただし，「ゴイター」の足置き台は，固定されている可能性がある。）。 

 しかしながら，控訴人製品は，「部材Ａ」と「部材Ｂ」の成す角度が約６６度であ

るところ（弁論の全趣旨），「ウィッパーズ」及び「ゴイター」のいずれも，「部材

Ａ」と「部材Ｂ」の成す角度は，より直角に近いことが看取できる。また，控訴人
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製品は，「部材Ａ」が「部材Ｂ」前方の斜めに切断された端面でのみ結合され，直接

床面に接しているところ，このような形態は，「ウィッパーズ」，「ゴイター」，

「スクスク」及び「アップリカＵＮ」のいずれにおいても，見られない。すなわち， 

「ウィッパーズ」は，「部材Ａ」と「部材Ｂ」の各先端が黒色の留め具のようなも

ので結合されており，「ゴイター」及び「アップリカＵＮ」は，「部材Ａ」が「部

材Ｂ」上面の中ほどから前方寄りの部分に結合されており，床面には接していない。 

「スクスク」は，「部材Ａ」と「部材Ｂ」の結合部分が三角形状となっている。 

 以上に鑑みると，「ウィッパーズ」，「ゴイター」，「スクスク」及び「アップ

リカＵＮ」は，「部材Ａ」が「床面から斜めに立ち上がっている」客観的形態にお

いて，鋭角を形成している控訴人製品とは異なるものといえる（なお，「アップリ

カＵＮ」の形態については，控訴人らが，アップリカ・チルドレンプロダクツ株式

会社を被告として提起した別件の著作権侵害行為差止請求事件〔東京地方裁判所平

成２１年（ワ）第１１９３号〕につき，平成２２年１１月１８日に言い渡された判

決において，不競法２条１項１号の「商品等表示」として控訴人製品の形態と類似

する旨判断されており，同判決は確定しているが〔甲５０及び弁論の全趣旨〕，こ

の点は，上記認定を左右するものではない。）。 

       ⅲ 控訴人製品における「部材Ａ」と「部材Ｂ」の成す角度は，前

述した「シャート」，「ダックチェア」，「パロットチェア」，「コイノドチェア」

及び「Ｔ－５４２７」に比しても，小さい。また，「部材Ａ」と「部材Ｂ」の結合

態様についても，控訴人製品と同様のものは，上記のうち「シャート」のみである。 

 控訴人製品は，上記の「部材Ａ」と「部材Ｂ」の成す角度及び結合態様によって，

他の２本脚の椅子に比して，鋭角的な鋭い印象を醸し出している。 

     ｃ 幼児用椅子としての機能に着目してみると，財団法人製品安全協会

作成に係る「乳幼児用ハイチェアの認定基準及び基準確認方法」（乙３０）において，

乳幼児用ハイチェアの安全性品質につき，「項目」，「認定基準」及び「基準確認方法」

（以下「安全性品質基準」という。）が定められているところ，「外観，構造及び寸
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法」の項目の「認定基準」においては，「⑴ 各部の組付けが確実であること。」な

どの抽象的記載や，「床面から座前縁中央までの最高位の高さは４５０㎜以上６００

㎜以下であること。」など安全性の観点から許容される高さや各部材の寸法の範囲，

強度などの記載がみられるにとどまり，具体的な形態を指定する記載はない。 

 また，幼児用椅子という用途に鑑みると，使用する幼児の身体の成長に合わせて

座面及び足置き台の高さを調節する必要性は認められるが，同調節の方法としては， 

控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴における方法，すなわち，「左右一対の

部材Ａの内側に床面と平行な溝」を「複数形成」し，「その溝に沿って部材Ｇ（座面）

及び部材Ｆ（足置き台）をはめ込」み，適宜，「部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き

台）」をはめ込む溝を変えて高さを調節するという方法以外にも，ボルトやフック，

ねじ等の留め具を用いるなど種々の方法が存在する（乙８の４，５など）。 

 以上に鑑みると，控訴人製品の概要のとおりの，控訴人ら主張に係る控訴人製品

の形態的特徴が，幼児用椅子としての機能に係る制約により，選択の余地なく必然

的に導かれるものということは，できない。 

     ｄ 以上によれば，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴は，①

「左右一対の部材Ａ」の２本脚であり，かつ，「部材Ａの内側」に形成された「溝

に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）」の両方を「はめ込んで固定し」て

いる点，②「部材Ａ」が，「部材Ｂ」前方の斜めに切断された端面でのみ結合されて

直接床面に接している点及び両部材が約６６度の鋭い角度を成している点において，

作成者である控訴人オプスヴィック社代表者の個性が発揮されており，「創作的」な

表現というべきである。 

 したがって，控訴人製品は，前記の点において著作物性が認められ，「美術の著作

物」に該当する。 

    (ウ)ａ 被控訴人は，応用美術の著作物性が肯定されるためには，著作権

法による保護と意匠法による保護との適切な調和を図る見地から，実用的な機能を

離れて見た場合に，それが美的鑑賞の対象となり得るような美的創作性を備えてい



 - 33 - 

ることを要する旨主張する。 

      ⒜ しかしながら，前述したとおり，応用美術には様々なものがあり，

表現態様も多様であるから，明文の規定なく，応用美術に一律に適用すべきものと

して，「美的」という観点からの高い創作性の判断基準を設定することは，相当とは

いえない。 

 また，特に，実用品自体が応用美術である場合，当該表現物につき，実用的な機

能に係る部分とそれ以外の部分とを分けることは，相当に困難を伴うことが多いも

のと解されるところ，上記両部分を区別できないものについては，常に著作物性を

認めないと考えることは，実用品自体が応用美術であるものの大半について著作物

性を否定することにつながる可能性があり，相当とはいえない。 

 加えて，「美的」という概念は，多分に主観的な評価に係るものであり，何をも

って「美」ととらえるかについては個人差も大きく，客観的観察をしてもなお一定

の共通した認識を形成することが困難な場合が多いから，判断基準になじみにくい

ものといえる。 

      ⒝ 被控訴人は，前記主張の根拠として，①著作権法及び意匠法の重

複適用は相当ではないこと，②応用美術とされる商品に著作権法を適用することに

ついては，それによって，当該商品の分野の生産的側面及び利用的側面において弊

害を招く可能性を考慮して判断すべきであり，この点に鑑みると，純粋美術が，何

らの制約を受けることなく美を表現するために制作されるのに対し，応用美術は，

実用目的又は産業上の利用目的という制約の下で制作されることから，著作権法上

保護されることによって当該応用美術の利用，流通に係る支障が生じることを甘受

してもなお，著作権法を適用する必要性が高いものに限り，著作物性を認めるべき

である旨を述べる。 

       ⅰ 確かに，応用美術に関しては，現行著作権法の制定過程におい

ても，意匠法との関係が重要な論点になり，両法の重複適用による弊害のおそれが

指摘されるなどし，特に，美術工芸品以外の応用美術を著作権法により保護するこ
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とについては反対意見もあり，著作権法と意匠法との調整，すみ分けの必要性を前

提とした議論が進められていたものと推認できる（甲９０，甲９１，甲９３，甲９

４）。 

 しかしながら，現行著作権法の成立に際し，衆議院及び参議院の各文教委員会附

帯決議において，それぞれ「三 今後の新しい課題の検討にあたっては，時代の進

展に伴う変化に即応して，（中略）応用美術の保護等についても積極的に検討を加

えるべきである。」，「三 （中略）応用美術の保護問題，（中略）について，早

急に検討を加え速やかに制度の改善を図ること。」と記載され（甲９２），応用美

術の保護の問題は，今後検討すべき課題の１つに掲げられていたことに鑑みると，

上記成立当時，応用美術に関する著作権法及び意匠法の適用に関する問題も，以後

の検討にゆだねられたものと推認できる。 

 そして，著作権法と意匠法とは，趣旨，目的を異にするものであり（著作権法１

条，意匠法１条），いずれか一方のみが排他的又は優先的に適用され，他方の適用

を不可能又は劣後とするという関係は，明文上認められず，そのように解し得る合

理的根拠も見出し難い。 

 加えて，著作権が，その創作時に発生して，何らの手続等を要しないのに対し（著

作権法５１条１項），意匠権は，設定の登録により発生し（意匠法２０条１項），

権利の取得にはより困難を伴うものではあるが，反面，意匠権は，他人が当該意匠

に依拠することなく独自に同一又は類似の意匠を実施した場合であっても，その権

利侵害を追及し得るという点において，著作権よりも強い保護を与えられていると

みることができる。これらの点に鑑みると，一定範囲の物品に限定して両法の重複

適用を認めることによって，意匠法の存在意義や意匠登録のインセンティブが一律

に失われるといった弊害が生じることも，考え難い。 

 以上によれば，応用美術につき，意匠法によって保護され得ることを根拠として，

著作物としての認定を格別厳格にすべき合理的理由は，見出し難いというべきであ

る。 



 - 35 - 

 かえって，応用美術につき，著作物としての認定を格別厳格にすれば，他の表現

物であれば個性の発揮という観点から著作物性を肯定し得るものにつき，著作権法

によって保護されないという事態を招くおそれもあり得るものと考えられる。 

       ⅱ また，応用美術は，実用に供され，あるいは産業上の利用を目

的とするものであるから，当該実用目的又は産業上の利用目的にかなう一定の機能

を実現する必要があるので，その表現については，同機能を発揮し得る範囲内のも

のでなければならない。応用美術の表現については，このような制約が課されるこ

とから，作成者の個性が発揮される選択の幅が限定され，したがって，応用美術は，

通常，創作性を備えているものとして著作物性を認められる余地が，上記制約を課

されない他の表現物に比して狭く，また，著作物性を認められても，その著作権保

護の範囲は，比較的狭いものにとどまることが想定される。 

 以上に鑑みると，応用美術につき，他の表現物と同様に，表現に作成者の何らか

の個性が発揮されていれば，創作性があるものとして著作物性を認めても，一般社

会における利用，流通に関し，実用目的又は産業上の利用目的の実現を妨げるほど

の制約が生じる事態を招くことまでは，考え難い。 

      ⒞ 以上によれば，被控訴人の前記主張は，採用できない。 

     ｂ 被控訴人は，美的創作性に重点が置かれていない工業製品一般に広

く著作権を認めることになれば，著作権の氾濫という事態を招来する，特に，控訴

人製品は，椅子という実用品であり，しかも，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形

態的特徴は，椅子に必須の基本的構成である脚部の形状に関するものであるから，

このように創作の幅が制限されたものを一般的に著作物として保護すれば，同一又

はわずかに異なる多くの椅子について著作権が乱立するなどの弊害が生じる旨主張

する。 

 しかしながら，著作物性が認められる応用美術は，まず「美術の著作物」である

ことが前提である上，前記ａ⒝ⅱのとおり，その実用目的又は産業上の利用目的に

かなう一定の機能を発揮し得る表現でなければならないという制約が課されること
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から，著作物性が認められる余地が，応用美術以外の表現物に比して狭く，また，

著作物性が認められても，その著作権保護の範囲は，比較的狭いものにとどまるの

が通常であって，被控訴人主張に係る乱立などの弊害が生じる現実的なおそれは，

認め難いというべきである。 

 以上によれば，被控訴人の前記主張は，採用できない。 

   イ 著作権及び独占的利用権の存否 

 証拠（甲１４）及び弁論の全趣旨によれば，控訴人オプスヴィック社は，昭和４

７年頃，控訴人オプスヴィック社代表者から，控訴人製品の著作権を譲り受け，控

訴人ストッケ社に対し，同著作権の独占的利用を許諾したことが認められる。 

 したがって，控訴人オプスヴィック社は，控訴人製品の著作権を有し，控訴人ス

トッケ社は，同著作権の独占的利用権を有する。 

  ⑵ 侵害の有無 

   ア 前述したとおり，控訴人製品は，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態

的特徴につき，①「左右一対の部材Ａ」の２本脚であり，かつ，「部材Ａの内側」

に形成された「溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）」の両方を「はめ

込んで固定し」ている点並びに②「部材Ａ」が，「部材Ｂ」前方の斜めに切断された

端面でのみ結合されて直接床面に接している点及び両部材が約６６度の鋭い角度を

成している点において著作物性が認められる。 

 このことから，控訴人オプスヴィック社の著作権及び控訴人ストッケ社の独占的

利用権の侵害の有無を判断するに当たっては，控訴人製品において著作物性が認め

られる前記の点につき，控訴人製品と被控訴人製品との類否を検討すべきである。 

   イ(ア) 前記のとおり，控訴人製品は，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形

態的特徴につき，①「左右一対の部材Ａ」の２本脚であり，かつ，②「部材Ａの内

側」に形成された「溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）」の両方を「は

め込んで固定し」ている点に著作物性が認められるところ，被控訴人製品は，いず

れも４本脚であるから，上記①の点に関して，控訴人製品と相違することは明らか
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といえる。 

 他方，被控訴人製品は，４本ある脚部のうち前方の２本，すなわち，控訴人製品

における「左右一対の部材Ａ」に相当する部材の「内側に床面と平行な溝が複数形

成され，その溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）をはめ込んで固定」

しており，上記②の点に関しては，控訴人製品と共通している。また，被控訴人製

品３，４及び６は，「部材Ａ」と「部材Ｂ」との結合態様において，控訴人製品との

類似性が認められる。 

 しかしながら，脚部の本数に係る前記相違は，椅子の基本的構造に関わる大きな

相違といえ，その余の点に係る共通点を凌駕するものというべきである。 

 以上によれば，被控訴人製品は，控訴人製品の著作物性が認められる部分と類似

しているとはいえない。 

    (イ) 証拠（甲７１から甲７８）によれば，相当数の需要者が，「ＴＲＩＰ

Ｐ ＴＲＡＰＰと，カトージは形がほとんど一緒で」（甲７３）など，控訴人製品と

被控訴人製品とが類似しているという趣旨に理解し得る意見や感想を述べているが，

これらは，いずれも控訴人製品において著作物性が認められる点に着目したもので

あるか否かは不明であり，前記結論を左右するものとはいえない。 

   ウ したがって，被控訴人による被控訴人製品の製造，販売は，控訴人オプ

スヴィック社の著作権及び控訴人ストッケ社の独占的利用権のいずれも，侵害する

ものとはいえない。 

  

 ２ 争点⑵ 不競法２条１項１号の不正競争行為該当性の有無について 

  ⑴ 控訴人製品に係る「商品等表示」に該当する形態 

   ア 不競法２条１項１号の趣旨は，事業者間の公正な競争を確保するために

（同法１条），他人の周知の商品等表示と同一又は類似の商品等表示の使用等により

当該他人の営業上の信用を自身のものと混同，誤認させる行為を禁止し，周知性あ

る商品等表示の有する出所表示機能を保護するものである。 
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 商品の形態は，不競法２条１項１号が商品等表示として例示する商号，商標など

とは異なり，一次的には，当該商品自体の機能の発揮，美観の向上などの見地から

選択されるものであり，出所識別を本来の目的とするものではない。 

 もっとも，商品の形態が，客観的にみて明らかに他の同種商品と識別し得る特徴

的なものであれば，取引の過程において，特定の出所を示すものとして需要者に認

識され，二次的に，出所表示機能を備えるに至ることもあるものといえる。 

 以上に鑑みると，商品の形態が，①客観的に他の同種商品とは異なる顕著な特徴

を有しており（特別顕著性），②特定の事業者による長期間に及ぶ継続的かつ独占的

な使用，強力な宣伝広告等により，需要者において，当該特定の事業者の出所を表

示するものとして周知されるに至れば（周知性），不競法２条１項１号の「商品等の

表示」に該当するものといえる。 

   イ そして，前記１⑴アによれば，控訴人製品は，作成者である控訴人オプ

スヴィック社代表者の個性が発揮されている点，すなわち，控訴人ら主張に係る控

訴人製品の形態的特徴のうち，①「左右一対の部材Ａ」の２本脚であり，かつ，「部

材Ａの内側」に形成された「溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）」の

両方を「はめ込んで固定し」ている点並びに②「部材Ａ」が，「部材Ｂ」前方の斜め

に切断された端面でのみ結合されて直接床面に接している点及び両部材が約６６度

の鋭い角度を成している点において，特別顕著性が認められる。 

 さらに，後掲証拠及び弁論の全趣旨によれば，控訴人製品は，日本国内において，

①昭和４９年の販売開始当初の頃から，その形状を撮影した写真等と共に，全国的

に宣伝，広告されていたこと（甲１，甲４，甲５，甲７，甲９，甲１５から甲２３

など）が認められ，②また，需要者である幼児用椅子の購入者間における人気も高

く，これまでに幅広い販路において相当多数が販売されてきたこと（甲７９から甲

８３）が推認できる。 

 以上によれば，控訴人製品は，被控訴人が被控訴人製品３の製造，販売を始めた

平成１８年２月頃までには，控訴人らの出所を表示するものとして周知されるに至
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ったものと認められる。 

 したがって，控訴人製品は，平成１８年２月頃までには，控訴人らの「商品等表

示」に該当するに至ったものということができる。 

   ウ(ア) 被控訴人は，相応の高さを有する乳児用ハイチェアにおいて，安定

性を確保する上では，脚部を構成する「部材Ａ」及び「部材Ｃ」が床面から斜めに

立ち上がっている形態にならざるを得ない旨主張する。 

 しかしながら，前記１⑴ア(イ)ｃのとおり，安全性品質基準には，具体的な形態

を指定する記載はなく，同基準から，上記形態が直ちに導かれるものでないことは

明らかである。そして，他に，安全性確保の観点から，必然的に上記形態が導かれ

ると認めるに足りる証拠はない。 

 したがって，被控訴人の前記主張は，採用できない。 

    (イ)ａ 被控訴人は，①乙１０号証及び乙１１号証のパイプ椅子，「ダック

チェア」（乙１２），「パロットチェア」（乙１３），「コイノドチェア」（乙１４），「Ｔ

－５４２７」（乙１５）及び乙１６号証の椅子は，いずれも控訴人製品と共通する形

態を含むものである，②脚部（「部材Ａ」）に複数の溝があり，そこに板（「部材

Ｆ」及び「部材Ｇ」）を差し込むことによって高さ等の調整が可能となる形態につ

いては，同様の形態を備えた椅子は多数存在し，ありふれたものといえるとして，

控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態は，他の同種製品と識別するものということ

はできない旨主張する。 

     ｂ⒜ 乙１０号証及び乙１１号証のパイプ椅子並びに乙１６号証の椅子

は，いずれも４本脚である点において，前述した控訴人製品に係る特別顕著性が認

められる点と，相違する。 

 「ダックチェア」，「パロットチェア」，「コイノドチェア」及び「Ｔ－５４２７」

については，前記１⑴ア(イ)のとおり，いずれも「部材Ａの内側」に形成された「床

面と平行な」「複数」の「溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）」の両

方を「はめ込んで固定し」たものではない点において，前述した控訴人製品に係る
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特別顕著性が認められる点と，相違する。 

 これらの相違は，いずれも前述した控訴人製品に係る特別顕著性が認められる点

の中でも，製品全体の形態に関わる特に大きな点に係る相違といえるから，他の点

において共通性が存在するとしても，これを凌駕して，控訴人製品との類似性を否

定するものというべきである。 

      (b) 仮に，脚部（「部材Ａ」）に複数の溝があり，そこに板（「部材

Ｆ」及び「部材Ｇ」）を差し込むことによって高さ等の調整が可能となる形態を採

用した椅子が相当数あったとしても，本件証拠上，控訴人製品と同様に，２本脚で

上記形態を備えているとみられるものは，「ウィッパーズ」，「ゴイター」，「ス

クスク」及び「アップリカＵＮ」のみであり，更に加えて，控訴人製品と同様に，

「部材Ａ」が，「部材Ｂ」前方の斜めに切断された端面でのみ結合されて直接床面に

接している構成，両部材が約６６度の鋭い角度を成している構成を採用している椅

子は，見当たらない。 

     ｃ 以上によれば，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴のうち

特別顕著性が認められる点は，ありふれたものとはいえず，被控訴人の前記主張は，

採用できない。 

    (ウ)ａ 被控訴人は，①控訴人製品の宣伝，広告等は，その側面形状が際

立つ態様でされていることが多く，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴を

構成する，「左右一対の部材Ａの内側に床面と平行な溝が複数形成され」ている点

は，ほとんど看取できず，「部材Ｇ（座面）」及び「部材Ｆ（足置き台）」につい

ても，注意を惹きにくい，②控訴人製品の主な需要者である幼児の親は，商品の選

択に当たり，椅子の構造上の安全性に着目するところ，その際に重要なポイントと

なるのは，脚部の一部にすぎない「部材Ａ」という構造ではなく，また，同部材に

配された溝並びに「座面（部材Ｇ）」及び「足置き台（部材Ｆ）」も，需要者の注

意を惹く部分ではないことなどから，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴

は，出所表示機能を果たし得ない旨主張する。 
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     ｂ⒜ この点に関し，控訴人製品の宣伝，広告等に当たり，常に側面形

状のみが強調されているとはいえず，正面から見た形態を紹介するもの（甲７１，

甲７２，甲８９，乙６，乙７，乙２４の２等）も，少なからず存在する。 

 したがって，控訴人製品の宣伝，広告等が，「左右一対の部材Ａの内側に床面と

平行な溝が複数形成され」ている構成並びに「部材Ｇ（座面）」及び「部材Ｆ（足

置き台）」の存在が，需要者に看取されない，又は，需要者の注意を惹きにくい態

様によって実施されているとは，必ずしもいうことができない。 

      (b)ⅰ 控訴人製品の主な需要者である幼児の親にとって，幼児用椅子

の安全性は，通常，購入時に最も重視する要素であるところ，控訴人製品の座面を

支える脚部である「部材Ａ」の構造は，安全性確保のために重要な意義を有するも

のといえるから，需要者は，控訴人製品の選択に際し，「部材Ａ」の構造に強い関

心を持つものと考えられる。 

       ⅱ 座面（「部材Ｇ」）は，椅子に必須の構成であり，幼児が直接

腰を掛ける部位，すなわち，幼児の身体が触れる部位であるから，安全性，安定性

の観点から重視されることは，明らかといえる。 

 足置き台（「部材Ｆ」）は，椅子一般に必須のものとはいえないが，着席時に足

先が床まで届かない幼児にとっては，安定感を得るために必要なものである。 

 また，座面の高さ及び奥行きの調節は，正しい姿勢の保持に，足置き台の高さ及

び奥行きの調節は，安定感の保持に，それぞれ有用なものといわれており（甲１，

甲５等），特に幼児用椅子においては，幼児の身体的成長に合わせて座面及び足置

き台の高さを変えていくことが，求められる。 

 以上に鑑みると，需要者は，控訴人製品の選択に際し，座面（「部材Ｇ」）及び

足置き台（「部材Ｆ」）にも着目し，また，その高さの調節方法に関わる「左右一

対の部材Ａの内側」に「複数形成された」「床面と平行な溝」に「沿って部材Ｇ（座

面）及び部材Ｆ（足置き場）」が「はめ込」まれている状況にも，強い関心を寄せ

るものと推認できる。 
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     ｃ 以上によれば，被控訴人の前記主張は，採用できない。 

  (2) 控訴人製品に係る「商品等表示」の周知性の有無 

 前記⑴イによれば，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴に係る特別顕著

性が認められる点は，控訴人らを表示するものとして周知されていることが認めら

れる。 

  (3) 控訴人製品に係る「商品等表示」の形態と被控訴人製品の形態との類似性

の有無 

   ア 前記１(2)によれば，控訴人製品に係る「商品等表示」の形態，すなわち，

控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴のうち特別顕著性が認められる点と，

被控訴人製品の形態との間に，類似性を認めることはできない。 

   イ(ア) 控訴人らは，①被控訴人製品は，控訴人ら主張に係る控訴人製品の

形態的特徴と同様の形態的特徴を備え，脚立を連想させるというイメージを構成す

る主要な特徴部分において，控訴人製品と共通し，また，木製である点並びに「部

材Ａ」の下部及び中央部に金属製部材が存在する点においても，控訴人製品と共通

している，②多くの需要者も，控訴人製品と被控訴人製品との類似性を指摘してい

る，③被控訴人製品の構成には，控訴人製品において対応する部材がない「部材Ｃ」

が含まれるという相違点が存在するものの，これは，全体的な印象の類似性に影響

を及ぼさない程度の些細な差異にすぎない，④被控訴人製品の形態の採用には，フ

リーライドの意図が認められ，この点は，類似性を肯定する事情として考慮される

べきである旨主張する。 

    (イ)ａ(a) 前記１(2)のとおり，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特

徴のうち，①「左右一対の部材Ａ」の２本脚であり，かつ，②「部材Ａの内側」に

形成された「溝に沿って部材Ｇ（座面）及び部材Ｆ（足置き台）」の両方を「はめ込

んで固定し」ている点に特別顕著性が認められるところ，被控訴人製品は，いずれ

も４本脚であるから，上記①の点に関して，控訴人製品と相違することは明らかと

いえる。そして，脚部の本数に係る前記相違は，椅子の基本的構造に関わる大きな
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相違といえ，その余の点に係る共通点を凌駕するものというべきである。 

      (b) 脚部の数の相違は，実質において，「部材Ｃ」の有無の問題と同

視し得るところ，控訴人らは，同有無につき，全体的な印象の類似性に影響を及ぼ

さない程度の些細な差異にすぎない旨主張する。 

 しかしながら，前記１(2)のとおり，脚部の数の相違は，椅子の基本的構造に関わ

る大きなものであり，外観上にも顕著な差異をもたらすものといえるから，控訴人

らの上記主張は，失当といわざるを得ない。 

     ｂ 控訴人らは，多くの需要者も，控訴人製品と被控訴人製品との類似

性を指摘する旨主張し，前記１(2)のとおり，確かに，本件証拠上，相当数の需要者

が，上記類似性を指摘する趣旨と理解し得る意見や感想を述べていることが認めら

れる。 

 しかしながら，不競法２条１項１号の不正競争に該当するためには，他人の商品

等表示，すなわち，本件においては，控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴

のうち特別顕著性が認められる点について，控訴人製品と被控訴人製品とが類似し

ていることを要するところ，上記意見又は感想が，上記特別顕著性が認められる点

に着目したものか否かは，証拠上不明である。 

     ｃ なお，控訴人らは，被控訴人製品の形態の採用には，フリーライド

の意図が認められる旨主張するが，そのような意図の存在を認めるに足りる証拠は

ない。 

    (ウ) 以上によれば，控訴人らの前記主張は，採用できない。 

  (4) 「混同を生じさせる行為」該当性の有無 

 前記(3)のとおり，控訴人製品の商品等表示に当たる，控訴人ら主張に係る控訴人

製品の形態的特徴のうち特別顕著性が認められる点と，被控訴人製品の形態との間

に類似性を認めることはできないから，被控訴人による被控訴人製品の製造，販売

等の行為が，「混同を生じさせる行為」に該当する余地はない。 
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 ３ 争点⑶ 不競法２条１項２号の不正競争行為該当性の有無について 

 前記２⑶のとおり，控訴人製品の商品等表示に当たる，控訴人ら主張に係る控訴

人製品の形態的特徴のうち特別顕著性が認められる点と，被控訴人製品の形態との

間に類似性を認めることはできないから，被控訴人による被控訴人製品の製造，販

売等の行為は，不競法２条１項２号の不正競争行為に該当しないことは，明らかで

ある。 

 

 ４ 争点⑷ 一般不法行為の成否について 

 前記２及び３によれば，被控訴人製品は，控訴人製品を模倣したものとは認めら

れず，被控訴人製品の販売等の行為が，控訴人製品と混同を生じさせる行為という

こともできないから，一般不法行為が成立しないのは，明らかである。 

 

第４ 結論 

 以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，原判決は，結論におい

ては相当であり，本件控訴はいずれも理由がないから棄却することとし，主文のと

おり判決する。 

 

    知的財産高等裁判所第２部 

 

 

       裁判長裁判官                       

                  清 水  節    

 

 

          裁判官                       

                  新 谷 貴 昭    
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          裁判官                       

                  鈴   木    わ か な 
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別紙１ 

控 訴 人 ら 製 品 目 録 

 

製品名：「ＴＲＩＰＰ ＴＲＡＰＰ」 

 

カラー：ヨーロピアンオーク，アメリカンウォールナット，ウォールナット ブラ

ウン，ナチュラル，ホワイト，ホワイトウォッシュ，チェリー，ブラック，

レッド，グリーン，パープル，ダークブルー，ペールピンク 

 

形 態：下記の写真のとおり。 
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別紙２ 

被 控 訴 人 製 品 目 録 

 

 １ 被控訴人製品１ 

製品名： 

スタイリッシュハイチェア NewYorkBaby 

 

形態：下記の写真のとおり。 
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 ２ 被控訴人製品２ 

製品名： 

エースチェア 

 

形態：下記の写真のとおり。 
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 ３ 被控訴人製品３ 

製品名： 

スーパーベビーチェア１又は２（１と２の違いは，付属品のクッションの有無によ

る。） 

 

形態：下記の写真のとおり。 
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 ４ 被控訴人製品４ 

製品名： 

プレミアムベビーチェア 

 

形態：下記の写真のとおり。 
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 ５ 被控訴人製品５ 

製品名： 

トライアングルチェア 

 

形態：下記の写真のとおり。 
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 ６ 被控訴人製品６ 

製品名： 

プレミアムベビーチェア２ 

 

形態：下記の写真のとおり。 
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別紙３ 

控訴人製品及び被控訴人製品の概要 

 

Ⅰ 控訴人製品 

 ⑴ 写真 

   【右前方】     【側面】     【左前方】     

 

 

          【正面】 
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 ⑵ 構成部材 

 控訴人製品を構成する各部材の名称は，以下のとおりである。 

 

 

  

 なお，部材Ｉは，上記⑴の【側面】及び【左前方】の写真に見られる転落防止用

のベビーガードである。 

⑶ 性状及び形状 

ア 素   材  木製，部材Ｄ及び部材Ｌは金属製 

イ 大きさ（約） 高さ７９㎝，横幅４６㎝，奥行５０㎝ 

ウ   色    ヨーロピアンオーク，アメリカンウォールナット，ウォー

ルナット ブラウン，ナチュラル，ホワイト，ホワイトウ

ォッシュ，チェリー，ブラック，レッド，グリーン，パー

プル，ダークブルー，ペールピンク 

エ 部材Ａに形成された溝の数 １４本 

  



 - 55 - 

Ⅱ 被控訴人製品 

 １ 被控訴人製品１ 

 (1) 写真 

 

           【正面】 
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  ⑵ 構成部材 

  被控訴人製品１を構成する各部材の名称は，以下のとおりである。 

 

 

 

 (3) 性状及び形状 

 ア 素   材  木製（カバ材），部材Ｄ及び部材Ｌは金属製 

 イ 大きさ（約） 高さ７７．５㎝，横幅４５㎝，奥行５５㎝ 

 ウ   色    ブラック 

 エ 部材Ａに形成された溝の数 １２本 

 オ その他  布製の背もたれカバーが付属する。 
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 ２ 被控訴人製品２ 

 (1) 写真 

  

  【正面】 
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  ⑵ 構成部材 

  被控訴人製品２を構成する各部材の名称は，以下のとおりである。 

 

 (3) 性状及び形状 

 ア 素   材  木製（ブナ材），部材Ｄ及び部材Ｌは金属製 

 イ 大きさ（約） 高さ８１．５㎝，横幅４５㎝，奥行５５．５㎝ 

 ウ   色    ナチュラル 

 エ 部材Ａに形成された溝の数 １０本 
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 ３ 被控訴人製品３ 

  (1) 写真 
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  (2) 構成部材 

  被控訴人製品３を構成する各部材の名称は，以下のとおりである。 

 

 

 

なお，部材Ｊは，上記(1)の【側面】及び【左前方】の写真に見られるテーブ

ルである。 

 

 (3) 性状及び形状 

ア 素   材  木製（ブナ材），部材Ｄ及び部材Ｌは金属製 

イ 大きさ（約） 高さ８１．５㎝，横幅４９㎝，奥行６０㎝ 

ウ   色    ホワイト，ナチュラル 

エ 部材Ａに形成された溝の数 １２本 
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 ４ 被控訴人製品４ 

  (1) 写真 
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  (2) 構成部材 

  被控訴人製品４を構成する各部材の名称は，以下のとおりである。 

 

 

 

 (3) 性状及び形状 

 ア 素   材  木製（ブナ材），部材Ｄ及び部材Ｌは金属製 

 イ 大きさ（約） 高さ８０㎝，横幅４９㎝，奥行６０．５㎝ 

 ウ   色    ナチュラル 

 エ 部材Ａに形成された溝の数 １３本 
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 ５ 被控訴人製品５ 

  (1) 写真 
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  (2) 構成部材 

  被控訴人製品５を構成する各部材の名称は，以下のとおりである。 

 

(3) 性状及び形状 

ア 素   材  木製（ブナ材），部材Ｄ及び部材Ｌは金属製 

イ 大きさ（約） 高さ７７．５㎝，横幅４５㎝，奥行５５㎝ 

ウ   色    ナチュラル 

エ 部材Ａに形成された溝の数 １２本 
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 ６ 被控訴人製品６ 

  (1) 写真 

 

 

  (2) 構成部材 

  被控訴人製品６を構成する各部材の名称は，以下のとおりである。 
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  (3) 性状及び形状 

 ア 素   材  木製（ブナ材），部材Ｄ及び部材Ｌは金属製 

 イ 大きさ（約） 高さ８０㎝，横幅４９㎝，奥行６０．５㎝ 

 ウ   色    ナチュラル 

 エ 部材Ａに形成された溝の数 １３本 

 オ その他  部材Ａ及び部材Ｂの底面にスタビライザーが４個付属する。 
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別紙４ 

 

控訴人ら損害額計算表 

 

 単価 

（円） 

売却数 

（脚） 

合  計 

（円） 

単価×売却数 

控訴人オプスヴィ

ック社の損害額 

（円） 

左記「合計」の４％ 

控訴人ストッケ

社の損害額 

（円） 

同「合計」の３０％ 

被控訴人製

品１ 
7,800 7,200 56,160,000 2,246,400 16,848,000 

被控訴人

製品２ 
5,980 2,400 14,352,000 574,080 4,305,600 

被控訴人製

品３ 
8,980 24,900 223,602,000 8,944,080 67,080,600 

被控訴人製

品４ 
7,800 8,700 67,860,000 2,714,400 20,358,000 

小  計   361,974,000  (A)14,478,960  (B)108,592,200  

弁護士費用    1,447,896  10,859,220  

合  計    15,926,856  119,451,420  
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別紙５ 

謝 罪 広 告 目 録 

 

１ 掲載の内容 

  謝罪広告 

  弊社は，貴社の製品（ＴＲＩＰＰ ＴＲＡＰＰ）に類似した製品を製造・販売

し，貴社に対し多大のご迷惑をおかけしてきました。弊社の行為は，著作権法違

反，不正競争防止法違反及び民法上の不法行為に該当する行為であり，弊社はた

だちに弊社製品の製造及び販売を中止し，今後貴社に上記のようなご迷惑をかけ

ないことを誓約し，陳謝の意を表します。 

  平成  年  月  日 

          愛知県＜以下略＞ 

       株式会社カトージ 

          代表取締役 Ｃ 

  ノルウェー王国＜以下略＞ 

  ピーター・オプスヴィック・エイエス 

代表者 Ａ 殿 

ノルウェー王国＜以下略＞ 

  ストッケ・エイエス 

  代表者 Ｂ 殿 

 

２ 掲載の要領 

 (1) 広告の大きさ 

   縦２段，幅２０センチメートル 

 (2) 使用活字 

   表     題   １８級（１２ポ）ゴシック体活字 
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   名義人・名宛人   １６級（１１ポ）ゴシック体活字 

   本     文   １３級（９ポ） 明朝体活字 

   日 付・住 所   １２級（８ポ） 明朝体活字 

  なお，広告中，空欄となっている年月日については，新聞掲載日を表示する。 

 

３ 掲載の新聞及び掲載回数 

  名  称   日本経済新聞夕刊の広告欄 

  掲載回数   １回 

 

 

 

 


